①経緯
②解散目的・理由

③選挙争点と結果
	増税解散（1979年9月7日）～第一次大平正芳内閣

　①東京サミット後、自民党の金権体質
打破を掲げ野党3党が内閣不信任案上程⇒これに対して解散

　②自民党支持率常勝を背景に、衆議院の安定多数(271)回復･それによる長期政権志望･一般消費税導入などの政策課題処理に対し国民の理解を得るため
　③増税とロッキード事件からの政治家腐敗問題 ⇒自民党惨敗(248 過半数未満→無所属10追加公認)


	ハプニング解散（1980年5月19日）～第二次大平正芳内閣

　①40日抗争⇒財政危機・金権腐敗政治
･防衛力増強に対し不信任案上程⇒可決⇒対抗して解散

　②不信任案が可決されたことに対して国民の信を問うため(形式憲法7条、実質69条解散)

　③単独政権か連合政権か ⇒衆参同日選挙、大平首相死去、自民党圧勝(284 安定多数)


	田中判決解散（1983年11月28日）～第一次中曽根康弘内閣
　①10/22 田中元首相に実刑判決⇒野党審議拒否
･国会空転･不信任案上程⇒解散権行使
　②36日間の国会空転の打開のため
　③政治倫理 ⇒自民党惨敗(250 過半数未満→無所属9追加公認と新自由クラブとの連立)


	定数是正解散（1986年6月2日）～第二次中曽根康弘内閣

　①85年7/17衆議院定数配分違憲判決⇒定数是正対立･公選法改正⇒臨時国会召集後、即解散

　②衆参同日選挙による安定多数確保
（解散名は定数是正対立が背景にあったことから）

　③衆参同日選挙の安定多数確保神話の再現 ⇒自民党圧勝(300 安定多数)


	消費税解散（1990年1月24日）～第一次海部俊樹内閣
　①海部政権の二十権力構造 ⇒背後の派閥実力者ら(竹下派･小沢幹事長など)が解散圧力

　②消費税問題について国民の信を問う？
 →首相の意向が無視された解散で解散理由は闇の中

　③消費税問題･自由民主主義政党か社会主義政党か ⇒自民党圧勝(275 安定多数)


	政治改革解散（1993年6月18日）～宮沢喜一内閣

　①リクルート事件などを受け政治改革を公約にするも先送り⇒不信任案可決⇒対抗して解散

　②不信任案が可決されたことに対抗して（形式7条、実質69条解散）

　③政治改革･政権交代の是非 ⇒55年体制崩壊、7党1会派
 による非自民･非共産の連立政権(243)


	小選挙区解散（1996年9月27日）～第一次橋本龍太郎内閣

　①・・

　②中選挙区制から小選挙区比例代表並立制へ選挙制度変更(1994年)のため、また安定与党を目指して
　③消費税増税の是非･財政改革･自民か新進かの政権交代選択 
⇒自民党維持(239)→自社さきがけ連立与党(256)


	神の国解散（2000年6月2日）～第一次森喜朗内閣 (ミレニアム解散など)
　①神の国発言などさまざまな首相迷言･行動に対して野党から不信任案上程⇒対して解散

　②内閣･総理大臣の資質に対する信任･不信任

　③首相･政権(自公保連立)の是非、財政再建 
⇒自民党(233 →自公保連立271) 第二次森内閣、民主党躍進(127)


	マニフェスト解散（2003年10月10日）～第一次小泉純一郎内閣 

　①自公保連立与党とマニフェストを掲げ躍進していた最大野党民主党との馴れ合い解散

　②構造改革
を断行するため(構造改革解散)、イラク戦争から目を逸らすため

　③構造改革･テロ対策･イラク戦争の是非をめぐって ⇒自民党(233 →自公保連立275)、民主党躍進(177)


	郵政解散（2005年8月8日）～第二次小泉純一郎内閣


� ロッキード事件から引き続きダグラス･グラマン社などの第二の航空機会社癒着疑惑


� 浜田幸一衆議院議員のラスベガスカジノ疑惑などのスキャンダルもここに


� 田中議員辞職勧告決議案を最優先とする野党と、田中派で成る中曽根内閣･与党との対立による


� 第二次大平内閣の時も同日であったが、その時は不信任案可決で偶然、衆院選があったというだけ


� 海部政権誕生の過程は、リクルート事件発覚(1988年6月)→年号平成(1989年1月)→竹下登内閣の消費税導入(4月)→竹下内閣退陣(6月)→宇野内閣、首相の女性スキャンダルによる衆院選敗北による崩壊(8月)→海部内閣組閣(1989年8月10日)


� 社会･新生･公明･日本新党･民社･新党さきがけ･社民連と民主改革連合(計243)、自民党は223


� 地方･特殊法人の改革、不良債権の最終処理が中心→「痛み」と「抵抗勢力」





